様式－1

委　託　業　務　着　手　届

　 年 　月 　日
　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日付け契約の下記委託業務は、　　　 年　 月　 日着手しましたので届
けます。

記

1. 委託業務の番号・名称
　

2. 委託業務の場所

　　　　　　線　　　　　郡　　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大字　　　　字　　　　　地内
　　　　　　筋　　　　　市　　　　　村


3.　委託料の額　　￥　　　　　　　　　　　


4. 委託の期間

　　　　　　着　　手　　　　　 年　 月　 日

　　　　　　履行期限　　　　　 年　 月　 日
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主任技術者・社内審査員通知書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日契約の　　　　　　　　　　　委託業務について、契約書の規定に基づき主任技術者及び社内審査員を下記のとおり定めましたので、別紙経歴書を添えて通知します。

記

1.　主任技術者
　
2.　社内審査員























※　別紙経歴書は様式－4－1と様式－4－2を使用すること。

様式－4－1

主 任 技 術 者 経 歴 書



1. 氏　　名：

2. 生年月日：

3. 本籍地：

4. 現住所：

5. 主任技術者が常駐する場所：

6. 当社における地位：

7. 最終学歴：　　　年　　月　　日　　（学校科名）　　　　　　卒業（中退）

8. 取得資格：1）　　年　　月　　日　　（資格名）　　　　　（資格の登録番号　　　　）
　　　　　 　 2）　　年　　月　　日　　（資格名）　　　　　（資格の登録番号　　　　）
（以下列記）

9.  職    歴： 1）（入社前経験）　　　　　（　　　年　　　月）
　　　      　 2）（当社の経験）　　　　　（　　　年　　　月）
（以下列記）
   　　　　　                　合計年数　    年       ヶ月

10. 主に担当した業務：　　●年度　○○農林事務所　××△△業務　主任技術者
（以下列記）







上記のとおり相違ありません。

　　　　　年　　月　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　



　※　職歴については、業務を担当した経験年月を記入すること。過去の経験年月（入社前経験など）も記入する。職歴の合計年数は別に定める年数以上。

様式－4－2

社 内 審 査 員 経 歴 書



1. 氏名：

2. 生年月日：

3. 本籍地：

4. 現住所：

5. 社内審査員が常駐する場所：

6. 当社における地位：

7. 最終学歴：　　　年　　月　　日　　（学校科名）　　　　　　卒業（中退）

8. 取得資格：1）　　年　　月　　日　　（資格名）　　　　　（資格の登録番号　　　　）
2）　　年　　月　　日　　（資格名）　　　　　（資格の登録番号　　　　）
（以下列記）

9. 職    歴： 1）（入社前経験）　　　　　（　　　年　　　月）
2）（当社の経験）　　　　  （　　　年　　　月）
（以下列記）
合計年数　　　　年　　　ヶ月）

10. 主に担当した業務：　　●年度　○○農林事務所　××△△業務　社内審査員
（以下列記）








　上記のとおり相違ありません。

　　　　　　年　　月　　日

氏　名　　　　　　　　　　　


　※　職歴については、業務を担当した経験年月を記入すること。過去の経験年月（入社前経験など）も記入する。職歴の合計年数は別に定める年数以上。

様式－4－3
主 任 技 術 者 変 更 通 知 書
（又は、社内審査員変更通知書）


　　　　年　　月　　日
（契約権者）
様

　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　受注者
　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　年　　月　　日契約の　　　　　　　　　委託業務について、主任技術者（又は、社内審査員）を下記のとおり変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。

記

1. 新主任技術者
（又は、新社内審査員）

2. 旧主任技術者
（又は、新社内審査員）


3. 変更年月日　　　　 　　　　　年　　月　　日

4. 変更理由



















※別紙経歴書は様式－4－1と様式－4－2を使用すること。
様式－5


管理技術者経歴書


1． 氏　　名　：

2． 生年月日　：

3． 本 籍 地　：

4． 現 住 所　：

5． 管理技術者が常駐する場所　：

6． 当社における地位　：

7． 最終学歴　：　　　年　　月　　日　　（学校科名）　　　卒業（中退）

8． 取得資格　：1）　　　年　　月　　日　　（資格名）　　（資格の登録番号　　　）
　　　　　　　　2）　　　年　　月　　日　　（資格名）　　（資格の登録番号　　　）
（以下列記）

9． 職　　歴　：1）　（入社前経験）　　（　　年　　月　　日）
　　　　　　　　2）　（当社の経験）　　（　　年　　月　　日）
（以下列記）
合計年数　　　　年　　ヶ月
　
10．主に担当した業務　：　　●年度　○○農林事務所　××設計業務　照査技術者
　　　（実務経験）　　　（　　●年○月○日～□月□日：△ヶ月）
（以下列記）


　　　　　　　　　実務経験合計　　年　　ヶ月

上記のとおり相違ありません。

　　　　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　　


※　職歴については、設計業務を担当した経験年月日を記入すること。過去の経験年月（入社前経験
など）も記入する。職歴の合計年数は別に定める年数以上。
実務経験については、設計業務等を担当した通算期間を記入すること。実務経験合計期間は別に定める年数以上（林業技士の場合のみ）。
様式－7


照査技術者経歴書


1． 氏　　名　：

2． 生年月日　：

3． 本 籍 地　：

4． 現 住 所　：

5． 照査技術者が常駐する場所　：

6． 当社における地位　：

7． 最終学歴　：　　　年　　月　　日　　（学校科名）　　　卒業（中退）

8． 取得資格　：1）　　　年　　月　　日　　（資格名）　　（資格の登録番号　　　）
　　　　　　　　2）　　　年　　月　　日　　（資格名）　　（資格の登録番号　　　）
（以下列記）

9． 職　　歴　：1）　（入社前経験）　　（　　年　　月　　日）
　　　　　　　　2）　（当社の経験）　　（　　年　　月　　日）
（以下列記）
合計年数　　　　年　　ヶ月
　
10．主に担当した業務　：　　●年度　○○農林事務所　××設計業務　管理技術者
　　　（実務経験）　　　（　　●年○月○日～□月□日：△ヶ月）
（以下列記）


　　　　　　　　　実務経験合計　　年　　ヶ月

上記のとおり相違ありません。

　　　　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　　


※　職歴については、設計業務を担当した経験年月日を記入すること。過去の経験年月（入社前経験
など）も記入する。職歴の合計年数は別に定める年数以上。
　実務経験については、設計業務等を担当した通算期間を記入すること。実務経験合計期間は別に定める年数以上（林業技士の場合のみ）。
様式－8


管理技術者・照査技術者通知書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日契約の　　　　　　　　　　　 委託業務について、契約書の規定に基づき管理技術者及び照査技術者を下記のとおり定めましたので、別紙経歴書を添えて通知します。

記

1. 管理技術者



2. 照査技術者
　



















※　別紙経歴書は様式－5と様式－7を使用すること。

様式－9


管理技術者変更通知書
（又は照査技術者変更通知書）

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日契約の　　　　　　　　　　　 委託業務について、管理技術者（又は照
査技術者）を下記のとおり変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。

記

1. 新管理技術者
（又は、新照査技術者）


2. 旧管理技術者
（又は、旧照査技術者）


　　3.　変更年月日　　　　　　　　　年　　　月　　　日


　　4.　変更理由











· 別紙経歴書は様式－5と様式－7を使用すること。

様式－13


支給品材料受領書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

○○○委託契約に基づく下記記載物品を受領しました。

記

	品　　名
	規　　格
	単　位
	数　　量
	備　　　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　注：本受領書の作成は、主任技術者（管理技術者）でもよい。
　

















様式－14

	

	支　給　材　料　　
	精　算
	書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	返　納
	

	　　　　年　　月　　日
（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

○○○委託契約に基づく支給品について下記のとおり精算します。残品は同じく下記
のとおり返納します。

	委託業務の
番号・名称
	
	契約年月日
	　　　　年　　月　　日

	品　目
	規　格
	単　位
	数　　　　　量
	備　　　　　考

	
	
	
	支給数量
	使用数量
	残数量
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	監 督 員
証 明 欄
	　　
上記精算について調査したところ事実に相違ない
ことを証明します。

　　　年　　月　　日　　職氏名　　　　　　　　印

	物品管理簿登記

	
	
	年　　月　　日　





様式－15


貸与品借用書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日委託契約に基づく下記物品を受領したので提出します。

記

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　　量
	貸与期間
	受領場所
	貸与条件

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　注：貸与条件の欄は、担当監督員が貸与する場合に付した条件を記入する。 
　






様式－16


貸与品返納書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日委託契約に基づく貸与品について下記のとおり返納します。

記

	品　　名
	規　　格
	単位
	数　　量
	返 納 場 所
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　注：備考欄には担当監督員の受領印を押印する。 
　






様式－17－1


部分使用同意願

　　　 年　 月　 日

　　（受注者）　
　　　　　　　　　　　　　様


（契約権者）
　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日契約の　　　　　　　　　　　 委託業務について、下記の部分使用につい
て同意願います。

記
　　
1. 使用部分


2. 使用期間　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日


　　3.　使用目的


　　4.　使用者
















（※ 4.　使用者については、明らかにする必要がある場合に記載する。）
様式－17－2


部分使用同意書

　　　 年　 月　 日

　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　　　様

　住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日契約の　　　　　　　　　　　 委託業務について、下記の部分使用につい
て異議がありませんので同意します。

記
　　
1. 使用部分


2. 使用期間　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日


　　3.　使用目的


　　4.　使用者
















（※ 4.　使用者については、明らかにする必要がある場合に記載する。）
様式－17－3
　　　　年　　月　　日

（受注者）
様

確認検査員
　　　　　　　　　　　


部分使用に係る確認検査結果書


	委　託　番　号
	第　　　　　　　号

	委　  託 　 名
	

	委　託　場　所
	　

	検　査　年　月　日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	結　果　判　定
	

	指　示　事　項
	






様式－19

委　託　業　務　完　了　届

　　　 年 　月 　日
　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　様

受注者　　　　　　　　　　　

保証人　　　　　　　　　　　

　　　 年　 月　 日付け契約の下記委託業務は、　　　 年　 月　 日完了しましたので成
果品を添えて届けます。

記

1. 委託業務の番号・名称
　

2. 委託業務の場所

　　　　　　郡　　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　大字　　　　字　　　　　地内
　　　　　　市　　　　　村


3.　委託料の額　　￥　　　　　　　　　　　


4.　委託の期間

　　　　　　着　　手　　　　　 年　 月　 日

　　　　　　履行期限　　　　　 年　 月　 日


5.　成果品目録　　　別紙のとおり









様式－20


成　果　品　目　録

	名　称
	種　　　　　別
	部　数
	摘　　　　　要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



　　　　年　　月　　日
（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　　　様

住　所
受注者
氏　名　　　　　　　　　　　　


参考－21

照　査　報　告　書

　　　 年 　月 　日
　　管理技術者
　　　　　　　　　　　　　様

照査技術者

　　　　　　　　　　　　　　　　

下記業務について、　　　 年　 月　 日に照査を行ったので、照査結果を別紙のとおり照査
　報告書として提出します。

記

1.　委託業務の番号・名称


2.　委託の期間　　　　　　着　　手　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　履行期限　　　　　　　年　　　月　　　日


3.　発　注　者　　○○○農林事務所


4.　受　注　者　　（会社名）
















（※照査報告様式は、受注者の任意とする。）
（※照査技術者は、記名のうえ管理技術者に差し出す。）
参考－22


修　補　指　示　書

　　　　年　　月　　日

　（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約権者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　下記業務について、　　　年　月　　日に検査を行いましたが、修補の必要がありますので、
　下記のとおり指示します。

記


1. 修補の内容




2. 修補の期限　　　　　　　年　　月　　日




3. 修補完了の確認


















　　（※修補の内容及び完了の確認方法を具体的に記載する。）
参考－24-(1)

	
	
	
	

	
	
	
	



社　内　審　査　書

社内審査員　　　　　　　　　　

	委　託　名
	工第　　　　　号
	路・河川名
	線

	
	委託
	
	筋

	場　　　所
	市
町　大字　　　　字　　　　地内
村

	契約工期
	自　　 年　　 月　　 日
至　　 年　　 月　　 日
	請負金額
	千円

	委
託
内
容
	

	監　督　員
	
	主任技術者
	



	〔審　査　結　果〕
	審　査　月　日
	　　　　年　　月　　日

	
審　査　所　見



参考－24-(2)

	審　査　事　項
	指示・指導・改善事項及び審査結果
	処置完了年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


様式－25



様式－26



様式－27

打　合　せ　記　録　簿

	第　　回
	
	項
	／ 

	発注者側
	部(所)長
	（主幹兼）副部長
（次長）
	担　　当　課　　長
	担　当
(主 任)
主　査
	監督員
	受注者側
	管理(主任)
技術者
	担当技術者

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務所名
	
	受 注 者
	

	委託業務
の 名 称
	
	整理番号
	

	出 席 者
	発 注 者 側
	
	場　　所
	

	
	
	
	日　　時
	

	
	受 注 者 側
	
	打 合 せ
方　　式
	会議・電話・（　　　　）

	
	
	
	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


[bookmark: _GoBack]　※管理（主任）技術者及び担当技術者の押印は任意とする。

様式－28
　　　　年　　月　　日

契約権者
（監督員）
様

受　注　者　　　　　　　　　　　
（主任技術者）
（管理技術者）

担　当　技　術　者　届

業務名：
　下記のものを、上記業務の担当技術者として定めましたので、別添経歴書を添えてお届けします。

	氏　　　　　　　名
	担　当　業　務　内　容
	備　　　　　考

	
	
	



　（担当技術者経歴書を添付すること。）













様式－29
　　　　年　　月　　日

契約権者
（監督員）
様

受　注　者　　　　　　　　　　　
（主任技術者）
（管理技術者）

担　当　技　術　者　変　更　届

業務名：
　下記のものを、上記業務の担当技術者として定めましたので、別添経歴書を添えてお届けします。

	氏　　　　　　　名
	担　当　業　務　内　容
	備　　　　　考

	
	
	



　（担当技術者経歴書を添付すること。）













様式第２－１号（福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱第７条第２項関係）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　速報　

工事現場等における事故発生報告書

年　月　日　

　入札監理課長　

（工事等執行権者）　　　　　　　　　　
事務担当者　　　　　（内線　　　　）

  　　　　　発注工事において工事関係者事故（公衆損害事故）が発生したので、福島県建設工事等参加資格制限措置要綱第７条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。
  　　                                  記
	事故発生日時

	年　　月　　日（　）      時　　分　　頃


	発生場所

	


	発注者

	


	工事名

	


	請負人



	住所

	


	
	氏名

	


	下請人



	住所

	


	
	氏名

	


	

被　災　内　容


	 氏　　名

	年 齢

	 性別

	被災の程度

	   負　傷　程　度


	
	
	
	男・女
	死亡・負傷
	全治　　　　　　　入院　　

	
	
	
	男・女
	死亡・負傷
	全治　　　　　　　入院

	
	
	
	男・女
	死亡・負傷
	全治　　　　　　　入院

	


事故内容等




	









（注）１　この報告書は、県及び県以外の一般の発注工事に係る事故について提出すること。
　　　２　この報告書は、事故発生後３日以内に提出すること。
　　　３　この報告書には、図面・写真等の参考書類を添付すること。
様式第２－２号（福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱第７条第２項関係）　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                    　詳報　

工事現場等における事故発生報告書

文書記号及び番号　
年　月　日　

　入札監理課長

（工事等執行権者）　　　　　　　　　　
事務担当者　　　　　（内線　　　　）

  　　　　　発注工事において工事関係者事故（公衆損害事故）が発生したので、福島県建設工事等参加資格制限措置要綱第７条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。
  　　                                  記
	１ 事故発生月日
	              年　　月　　日（　　）     時　　分　頃


	２ 発生場所
	

	３ 発注者
	

	４ 工事の概要



	(1) 工事名
	

	
	(2) 工種
	

	
	(3) 工期
	 着工
	 竣工

	
	(4) 契約金額
	                　　　    　　　　  円

	５ 請負人　









	(1) 商号・名称
	

	
	(2) 住所
	〒

	
	(3) 代表者
	

	
	(4)取得している建設業許可業種（一般・特定）
	

	
	(5) 認定を受けている入札参加資格業種
	

	
	(6) 現場代理人

	氏名                   事故発生時､現場に(いた｡いない｡)
いない場合はその理由

	
	(7) 主任技術者
  （監理技術者）
	氏名　                  事故発生時､現場に(いた｡いない｡)
いない場合はその理由         

	
	(8) 下請施工の有無
	 有（県発注工事の場合、下請通知書の提出～　　　有　　無　）    無

	６ 下請負人








	(1) 商号・名称
	

	
	(2) 住所
	〒

	
	(3) 代表者
	

	
	(4) 下請工事の内容
	

	
	(5) 下請金額
	

	
	(6)取得している建設業許可業種（一般・特定）
	

	
	(7) 認定を受けている入札参加資格業種
	

	
	(8) 主任技術者
  
	氏名                   事故発生時､現場に(いた｡いない｡)
いない場合はその理由         



様式第２－２号裏面                                    
	７ 被災者
  死亡　　  人
  負傷      人
  物損  　　円








	(1) 氏名                  （　　年　　月　　日生　　歳　男　女）

	
	(2) 住所

	
	(3) 勤務先

	
	(4) 被災の程度   死亡　 負傷（全治      　　   入院　　　　　）

	
	(5) 物損   内容　　　　　　　　　　　　　　約　　　　　　円

	
	(1) 氏名                  （　　年　　月　　日生　　歳　男　女）

	
	(2) 住所

	
	(3) 勤務先

	
	(4) 被災の程度   死亡　 負傷（全治      　　   入院　　　　　）

	
	(5) 物損   内容　　　  　　　　　　　　　　約　　　　  　円

	８　事故発生の経過




	９　事故発生の原因
 (1)安全衛生管理の措置が適切であったか

 (2)労働安全衛生法及び同規則違反の疑いがあるか




	10　その他参考となる事項



	11　安全管理の程度
　Ａ　著しく安全管理義務を怠っていたと認められる。
　Ｂ　安全管理上の問題が認められ、請負者が通常講ずべき安全管理の措置が不適切で　　あったと認められる。
　Ｃ　請負人の安全管理責任と作業員個人の過失を比較考慮した場合、後者によるとこ　　ろが大きいと認められる。


	12　公所長としての意見




（注）１ この報告書は、県及び県以外の一般の発注工事に係る事故について提出すること。
　　　　 この場合、工事関係者事故は、死亡した、又は医師が全治１か月以上もしくは入院２週間以上と診断した人身事故について、公衆損害事故は公衆に対する前記人身事故又は物的損害額が５０万円以上の事故について、報告すること。（人身事故には、「全治までの期間」及び「入院する期間」（入院しない場合は、「入院なし」と記載）を確認できる医師の診断書を添付する。）
　　　２ この報告書は、事故発生後１０日以内に提出すること。
　　　３ この報告書には、労働者死傷病報告書（労働安全衛生規則第９７条関係様式の）写しの他に、図面・写真等の参考書類を添付すること。
      ４ 下請負人・被災者等で欄に不足が生じる場合は、様式を適宜作成すること。
様式第２－３号（福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱第７条第２項関係）



工事現場等における事故発生報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

　（工事等執行権者）　様

                      　    　　　　　　受注者　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　

  　　　　　発注工事において工事関係者事故（公衆損害事故）が発生したので、下記のとおり報告します。
  　　                                  記
	事  故  発  生  日　時
	      年　　月　　日（　）     時　　分　頃

	発　　生　　場　　所
	

	工 　     事  　　　名
	

	
被災(労働)者

	住    所
	

	
	氏    名
	
	　勤務先
	

	
	生年月日
	　　　年　　月　　日
	年齢
	 　　　歳
	性別
	

	
被　災　の　程　度

	



	事故発生状況及び原因
① どのような場所で
② どのような作業をしている時に
③ どのような物又は環境で
④ どのような不安全な又は有害な状況にあって
⑤ どのようにして事故が発生したか
等を詳細に記入し被災状況を図示する

	









	
 安
全
管
理
対
策

	
　定例的な
　安全管理対策

	




	
	
　事故発生当日の
　安全管理対策

	





 （注）　この報告書は、県発注工事に係る事故について提出すること。
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②現場内利用可能量
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④新材利用可能量

建設副産物の種類
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①利　　用　　量
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3.建設副産物搬出計画

※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。

⑩最終処分量

⑪現場内利用率

（⑦/⑥×100）

⑥発　　生　　量



⑦現場内利用可能量



⑧他工事への

搬出可能量

⑨再資源化施設への搬出可能量


Microsoft_Excel_97-2003_______1.xls
リサイクル計画書（実施設計）

				リサイクル計画書（実施設計） ケイカクショジッシセッケイ																						2.建設資材利用計画				備　　　　　　　　　　考 ソナエコウ										※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。 サイカダンタサイセイシザイシヨウバアイキニュウ				3.建設副産物搬出計画 ケンセツフクサンブツハンシュツケイカク				備　　　　　考 ソナエコウ																								④第4種建設発生土・・・粘性土及びこれらに準ずるもの。（第3種建設発生土を除く。）		⑤泥土（浚渫土）・・・浚渫士のうち概ねqc2以下のもの。

						会　社　名 カイシャメイ		記入者名 キニュウシャメイ		T 　E　 L																																						⑪現場内利用率（⑦/⑥×100） ゲンバナイリヨウリツ		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％

																														⑤再生資源利用率     　　（②＋③）/①×100 サイセイシゲンリヨウリツ		％		％		％		％										⑩最終処分量 サイシュウショブンリョウ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ

																														④新材利用可能量 シンザイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑨再資源化施設　　　　     への搬出可能量 サイシゲンカシセツハンシュツカノウリョウ														トン		トン		トン		トン

																														③再生材利用可能量 サイセイザイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑧他工事への　　　　　　　　　　　　　　搬出可能量 タコウジハンシュツカノウリョウ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン		トン

																																																																								①第1種建設発生土・・・砂、礫及びこれらに準ずるもの。		②第2種建設発生土・・・砂質土、礫質土及びこれらに準ずるもの。 シツ		③第3種建設発生土・・・通常の施工性が確保される粘性土及びこれらに準ずるもの。		※建設発生木材の中には、伐開除根材及び剪定材を含む。 センテイ		※利用・搬出可能量は、現時点で算出可能なものを記載する。		※建設副産物の搬出計画について、基本的には全量を再利用することを原則として計画する。

																														②現場内利用可能量 ゲンバナイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑦現場内利用可能量 ゲンバナイリヨウカノウリョウ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン		トン

																																																																						※建設発生土の区分（既存資料から判断するものとする）

																														①利　　用　　量 リヨウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑥発　　生　　量 ハツショウリョウ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン		トン

										1.事業（工事）概要				発注機関名 ハッチュウキカンメイ		事業（工事）名 ジギョウコウジメイ		事業（工事）施工場所 ジギョウコウジセコウバショ		事業（工事）概要等 ジギョウコウジガイヨウトウ		事業（工事）着手予定時期 ジギョウコウジチャクシュヨテイジキ								建　設　資　材 ケンセツシザイ		土砂 ドシャ		砕石 サイセキ		アスファルト混合物 コンゴウブツ												建設副産物の種類 ケンセツフクサンブツシュルイ		第1種　建設発生土　 ダイシュケンセツハツショウツチ		第2種　建設発生土　 ダイシュケンセツハツショウツチ		第3種　建設発生土　 ダイシュケンセツハツショウツチ		第4種　建設発生土　 ダイシュケンセツハツショウツチ		汚泥（浚渫土） オデイツチ		合計 ゴウケイ		コ ン ク リ ー ト 塊 カタマリ		アスファルト・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンクリート塊 カタマリ		建設発生材 ケンセツハッセイザイ		建設汚泥 ケンセツオデイ

		様式　2 ヨウシキ

																																																		建設発生土 ケンセツハッセイツチ






image1.emf
備　　　　　考

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

地山

m3

地山

m3

トン トン トン トン トン トン

地山

m3

トン トン トン 地山

m3

トン トン トン

地山

m3

トン トン トン 地山

m3

トン トン トン

地山

m3

トン トン トン 地山

m3

トン トン トン

件

様式　1

⑩最終処分量

⑪現場内利用率（⑦/

⑥×100）

⑥発　　生　　量

②現場内利用可能量

③再生材利用可能量

⑤再生資源利用率

（②＋③）/①×100

2.建設資材利用計画
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リサイクル計画書（構想設計・基本設計）
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⑦現場内利用可能量
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⑧他工事への

搬出可能量

※建設副産物の搬出計画について、基本的には全量を再利用することを原則として計画する。

※地図、航空写真、踏査等から検討する。

※利用可能量は、現時点で算出可能なものとする。



⑨再資源化施設への搬出可能量

3.建設副産物搬出計画

※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。


Microsoft_Excel_97-2003_______.xls
リサイクル計画書（構想設計・基本設計

				リサイクル計画書（構想設計・基本設計） ケイカクショコウソウセッケイキホンセッケイ																						2.建設資材利用計画				備　　　　　　　　　　考 ソナエコウ										※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。 サイカダンタサイセイシザイシヨウバアイキニュウ				3.建設副産物搬出計画 ケンセツフクサンブツハンシュツケイカク				備　　　　　考 ソナエコウ												※地図、航空写真、踏査等から検討する。 チズコウクウシャシントウサトウケントウ		※利用可能量は、現時点で算出可能なものとする。 リヨウカノウリョウゲンジテンサンシュツカノウ		※建設副産物の搬出計画について、基本的には全量を再利用することを原則として計画する。 ケンセツフクサンブツハンシュツケイカクキホンテキゼンリョウサイリヨウゲンソクケイカク

						会　社　名 カイシャメイ		記入者名 キニュウシャメイ		T 　E　 L																																						⑪現場内利用率（⑦/⑥×100） ゲンバナイリヨウリツ		％		％		％		％

																														⑤再生資源利用率　　（②＋③）/①×100 サイセイシゲンリヨウリツ		％		％		％		％										⑩最終処分量 サイシュウショブンリョウ		地山m3 ジヤマ

																														④新材利用可能量 シンザイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑨再資源化施設　　　　への搬出可能量 サイシゲンカシセツハンシュツカノウリョウ				トン		トン		トン

																														③再生材利用可能量 サイセイザイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑧他工事への　　　　　　　搬出可能量 タコウジハンシュツカノウリョウ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン

																														②現場内利用可能量 ゲンバナイリヨウカノウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑦現場内利用可能量 ゲンバナイリヨウカノウリョウ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン

																														①利　　用　　量 リヨウリョウ		地山m3 チヤマ		トン		トン		トン										⑥発　　生　　量 ハツショウリョウ		地山m3 ジヤマ		トン		トン		トン		件 ケン

										1.事業（工事）概要				発注機関名 ハッチュウキカンメイ		事業（工事）名 ジギョウコウジメイ		事業（工事）施工場所 ジギョウコウジセコウバショ		事業（工事）概要等 ジギョウコウジガイヨウトウ		事業（工事）着手予定時期 ジギョウコウジチャクシュヨテイジキ								建　設　資　材 ケンセツシザイ		土砂 ドシャ		砕石 サイセキ		アスファルト混合物 コンゴウブツ												建設副産物の種類 ケンセツフクサンブツシュルイ		建　設　発　生　土　 ケンセツハツショウツチ		コ ン ク リ ー ト 塊 カタマリ		アスファルト・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンクリート塊 カタマリ		建設汚泥 ケンセツオデイ		取りこわし建物 トタテモノ
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